
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１回地域医療再生計画にかかる有識者会議 
委員提出資料 

平成 22 年 1 月 25 日 



地域医療再生臨時特例交付金における地域医療再生臨時特例交付金における

情報技術（IT）活用に係わる懸念について

社団法人 日本医師会

常任理事 内田 健夫



地域医療再生基金の中のIT活用について地域医療再生基金の中のIT活用について

• 平成21年12月18日、厚生労働省より地域医療再生臨時特例交付金（地域

医療再生基金）が内示された。

• 25億円×94ヶ所で約2,350億円の交付金。

• この中で、各都道府県が立てた地域医療再生計画（案）には、情報技術（IT）
を用いた計画案が多く見られる。

• IT活用については、詳細な計画案から、今後内容を詰めて行くと思われるも

のまで千差万別見受けられる。

• ただ、約2,350億円の計画のうち、ざっと1割程度がIT関連と目され、全体で
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、約 , 億円 計画 う 、 割程度 関連 目 れ、 体

200億円がITに投資されると想定される。
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懸念事項懸念事項
• 地域医療再生基金全体からみれば、他に重要な計画や経費をかけるべき事項があるため、

ITに係わる計画、経費は小さく、ITに係わる計画自体は問題にはならない。

• しかしながら、地域で統一感なくITシステムを採用することで、一時的にシステムの運用がで

きても 以下のような点で問題が発生することが懸念されるきても、以下のような点で問題が発生することが懸念される。

 独自仕様によるカスタマイズが多く発生し、高コスト体質に陥る

 独自仕様、システムの閉鎖性から、他の地域と連携しようとしても連携できないシステムとなる 独自仕様、シ テ の閉鎖性から、他の地域と連携しようとしても連携できないシ テ となる

 連携できたとしても、連携に要するシステム改良に多額の費用がかかる

 将来のシステム更新時に入力されたデータが移行できない、もしくは多額の費用がかかる

療 度 負 これらにより医療機関に過度な負担がかかる

結果 平成 年度に経済産業省が 所 地域を選び 約 億円
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結果、平成12年度に経済産業省が26ヶ所の地域を選び、約56億円の

補正予算を投入した「先進的情報技術活用型医療機関等ネットワーク化

推進事業※」と同じ状況が懸念される 2推進事業 」と同じ状況が懸念される。
※P.5に参考資料



最低限の予防策

• ITを活用する場合は、せめて現在世の中に存在する

医療情報の標準規格や標準コード・マスターを採用医療情報の標準規格や標準コ ド マスタ を採用

することを要請したい。

地域医療再生基金の趣旨に鑑みれば、各都道府県が独自に再生計画

を立てるものであるため、ITに限って強制するものではない。

 ただし、各都道府県の計画の実施段階で、最低限、標準的な規格や

コード・マスターを採用するように働きかけができれば、医療連携ができ

な 都度 高額な費用を け 改良をす と う うな とを 防なかったり、都度、高額な費用をかけて改良をするというようなことを予防

できると考える。
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日医もかねてから、標準化・互換性確保の重要性を謳い、オルカプロ

ジェクトなどの取り組みを行ってきた。

3• 標準的な規格等に関しては、次ページ（P.4）の内閣官房IT戦略本部評価専門調査会

医療評価委員会での資料やHELICS協議会（http://helics.umin.ac.jp/）で採択された医療情報標準

化指針（電子紹介状など）も参考になる。



平成21年12月11日開催 内閣官房IT戦略本部評価専門調査会医療評価委員会資料から抜粋
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（参考資料）

2004年10月17日付け朝日新聞

55


